
業 務 仕 様 書 

 

１ 件名 

   令和７年度愛媛県危機管理広報支援業務 

 

２ 委託期間 

   契約締結の日から令和８年３月 31日（火）まで 

 

３ 事業目的 

   本県において大規模災害や新興感染症、職員による不祥事など、突発的な事

案が発生した際、組織への被害を最小限にするため、事案発生時における職員

の初動対応能力の向上を図ることで、本県危機管理広報の充実・強化を図る。 

 

４ 業務概要 

   受託者は、本県で発生の可能性がある危機事案を把握したうえで、危機事案

発生時の初動対応を中心とした実用的な研修事業を行う。 

   具体的な実施内容については、企画提案のあった内容をもとに県と協議のう

え、別途委託契約書に定める「業務計画書」において、事業スキームや事業ス

ケジュール等を盛り込んだうえで決定するものとする。 

 

５ 実施業務  

（１）本県職員向けの危機管理広報対応研修の実施 

①クライシスマネジメント（危機発生時の対応）研修 

リスク事案発生時に被害を最小限に抑えるため、県民に対し、正確な情報  

発信や、適切な広報対応が不可欠であることから、実践的な広報対応能力の向

上を図るため、情報収集から広報資料作成（ポジションペーパーやプレス資料、

想定 QA 等）、記者会見まで一連の広報対応のシュミレーション訓練を１回実施

すること。 

また、初任者にも分かりやすい広報資料作成にあたっての具体的なポイン 

トをとりまとめた資料を作成すること。なお、作成資料は Word、Excel、 

PowerPointのいずれかの形式を使用し、委託者において今後修正することが 

可能な形で納品すること。 

    ・開催場所：愛媛県庁内会議室等 

    ・受講人数：広報、秘書等担当者 20人程度 

  

②大規模災害発生時の広報対応研修 

大規模災害発生時に、県民の不安の軽減や冷静な行動を促進するため、迅速 

かつ信頼性の高い情報提供が不可欠であることから、情報提供の一元化や情報

発信力の向上等、広報体制の構築等を学ぶ研修を１回実施すること。 

    ・開催場所：愛媛県庁内会議室等 

    ・受講人数：広報、秘書、防災等担当者 30人程度 

    ・講  師：川西勝氏（人と防災未来センターリサーチフェロー等） 

 



 

（２）著作権等 

   ・本業務の実施のために使用された県が所有する資料等の著作権は県に帰属

する。ただし、受託者が従前より保有する特許権、著作権等の知的財産権

を適用したものにおいては、県はその使用及び複製の権利のみを有するも

のとし、それらの知的財産権は受託者に帰属する。 

   ・本業務の実施にあたっては、第三者の知的財産権を侵害していないことを

保証すること。 

   ・第三者が有する知的財産権の侵害の申立を受けたときには、受託者の責任

（解決に要する一切の費用負担を含む。）において解決すること。 

 

（３）留意事項 

   ・本業務の実施に当たっては、関係法令を順守し、進捗状況や内容等につい

て綿密に情報共有するなど、県と協議を重ねながら、適正に履行すること。 

   ・本業務の実施に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、業

務終了後も同様とする。 

   ・県は、必要に応じ、受託者に対して委託業務の処理状況について調査し、

報告を求めることができる。 

   ・県は、業務実施過程で本仕様書記載の内容に変更の必要が生じた場合は、

受託者に協議を申し出る場合がある。この場合、受託者は、委託料の範囲

内において仕様の変更に応じること。 

 

（４）その他 

・本業務に係る一切の経費（交通費、宿泊費、専門家派遣経費、各種データ

費等）は、全て委託金額に含むこと。 

   ・本業務の再委託は原則認めない。ただし、再委託先ごとの業務内容、再委

託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書面にて報告し、県

が承諾した場合はこの限りでない。 

 

６ 成果品 

（１）提出物 

・広報資料作成（ポジションペーパーやプレス資料、想定 QA 等）にあたっ

てのポイントをとりまとめた資料の電子データ一式 

・実績報告書（Ａ４判）の電子データ一式 

 

（２）提出場所 

    愛媛県企画振興部政策企画局広報広聴課 

 

（３）提出期限 

    令和８年３月 31日（火） 

 

 

 



７ 総括責任者 

   受託者は、本業務の実施にあたり、十分な経験を有する者を総括責任者とし

て定めなければならない。また、総括責任者は、企画提案時点で定め、原則と

して変更できない。 

 

８ 提出書類 

   受託者は委託契約書に定めるもののほか、次の各号に掲げる書類を提出しな

ければならない。 

（１）契約締結時に速やかに提出するもの 

   ・事業計画書 

   ・その他県が業務の確認に必要と認める書類 

 

（２）業務完了後に速やかに提出するもの 

   ・成果品 

   ・その他県が業務の確認に必要と認める書類 

 

９ その他 

   本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に定める内容について疑義が生じた

ときは、県と受託者が協議の上、定めることとする。 

   上記に関わらず、明示のない事項にあっても、社会通念上当然必要と思われ

るものについては本業務に含まれるものとする。 


